
平成 19 年度障害者自立支援調査研究プロジェクト 事業実施報告概要 

事 業 名 
精神障害者の退院と地域生活定着に向けた医療福祉包括型ケアマネ

ジメントのあり方の検討 

 

事 業 目 的 

 

退院促進に積極的に取り組む精神科病院が増えてきているが、病院の

役割としては患者が退院するまでを担当し、その後は地域福祉サービ

スにバトンタッチするという方法が主流であった。地域では、疾患と

障害を併せもつという精神障害者の特性に対して充分に即応できて

いない現状がみられている。精神障害者が退院の意志を持てるような

ケアとともに、地域生活に移行し定着するためには医療と福祉サービ

スがミックスしたサービス体制を構築する必要がある。そこで、精神

障害者の退院と地域生活定着に向けた実践的なモデル事業と、退院支

援の現状に関する調査を行う。 

事 業 概 要 

○調査は、全国の 1000 施設を対象に、退院支援体制の実施状況、退

院支援体制の内容、退院支援体制の効果等についてアンケート調査を

実施し、有効回答数は 397 票で、回収率は 39.7％であった。 
○モデル事業は、退院支援の実績があるさまざまな設立母体の 5 ヶ所

の病院で、平成 19 年 9 月 1 日～11 月 30 日の 3 ヶ月間にモデル事業

を行った。5 病院の地域生活移行支援に関する要件は、病院内で退院

調整部門に所属するか、病棟や外来での業務との兼務で病院内を横断

的にサポートできる地域生活支援看護師の業務の分析を行い、同意が

得られた入院患者を対象に、ケア会議等の開催を含めた退院支援の計

画と実施を実践的研究として実施した。 

事業実施結果 

及び効果 

○調査では回答のあった病院のうち 52.4％には退院支援の専門部門

や委員会の設置、担当者の配置のいずれかの退院支援体制があった。

○退院支援活動による効果としては、チーム連携の円滑化などの他 
に、困難なケースも退院できた」という効果が 51.0％回答された。 
○モデル事業の対象者は 28 名で、事業終了時点で 12 名が退院し、16

名が入院継続中であった。事業の結果、病棟から地域生活移行支援を

行う方法として 3つのタイプが抽出され、共通項目としては受持ち看

護師をサポートすることによって退院までの期間が短縮される等の 

効果がみられた。（一部の施設では平均在院日数の減少が見られたた

め、専任看護師の配置に踏み切った） 

○普及セミナーを、京都・東京・福岡の 3ヶ所で開催した。 

事 業 主 体 
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